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周波数100Hz以下の低周波⾳
（周波数20Hz以下の超低周波
⾳を含む）について、⼀般的
な騒⾳対策との違いについて
説明せよ。また、建設事業に
係る低周波⾳の発⽣源を1つ挙
げ、その発⽣原因と対策につ
いて述べよ。

⽔質汚濁に係る環境基準のう
ち、平成27年度に底層溶存酸
素量が⽣活環境項⽬環境基準
に追加された。この改正が⾏
われた背景・⽬的について述
べよ。また、底層溶存酸素量
を改善するための対策⼿法の
うち、内湾や湖沼等の⽔域内
（岸辺や底質対策を含む）で
実施される複数の対策⼿法
と、それぞれの期待される改
善メカリズムについて述べ
よ。

近年の我が国の再⽣可能エネ
ルギーの導⼊状況について、
我が国のエネルギー政策を踏
まえて述べよ。また、再⽣可
能エネルギーのうち、太陽光
発電事業において留意すべき
環境⾯におえる課題を２つ挙
げ説明せよ。

建設事業（維持管理を含む）
実施に当たり、外来種対策を
⾏う場合に、対象種の定着段
階に応じた対策を⾏う必要性
について述べよ。また、未定
着、定着後のそれぞれの段階
において対策を⾏う際の留意
点を述べよ。
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我が国では、⽣物多様性条約
第10回締結国会議で採択され
た愛知⽬標の達成に向けて⾏
動計画を策定し、各主体がさ
まざまな施策や事業、⾏動等
に外来種対策の観点を盛り込
み、計画的に実施していると
ころである。この⾏動計画に
おいて、外来種対策を進める
に当たっての基本的な対策の
考え⽅を２つ述べよ。また、1
つの主体を挙げ、求められる
役割を述べよ。

平成27年の「瀬⼾内海環境保
全特別措置法」の改正に当
たっては、瀬⼾内海を「豊か
な海」とするための取組を推
進することが定められた。こ
のように閉鎖性⽔域における
環境保全に係る施策を「豊か
な海」を⽬指して推進する際
の⽬標として考えられること
を、幅広い観点から３つ⽰し
概説せよ。また、それぞれの
⽬標ごとに、⽬標達成のため
の具体的な施策を1つずつ挙げ
よ。

気候変動を考慮したインフラ
整備の将来計画を⽴案するに
当たり、「⽐較的発⽣頻度が
⾼い※外⼒に対する防災対策」
及び「施設の能⼒を⼤幅に上
回る外⼒に対する減災対策」
について対策⽴案の基本的考
え⽅をそれぞれ説明した上
で、それらに応じた具体的取
組について⽰せ。
※外⼒：災害の原因となる豪
⾬う、⾼潮等の⾃然現象

⼟壌汚染対策法が想定してい
る⼟壌汚染による特定有害汚
染物質の摂取経路を２つ挙
げ、⼟壌汚染対策法により指
定される有害汚染物質に係る
基準について摂取経路と関連
づけて経路ごとに説明せよ。
また、⼟壌汚染状況調査の結
果、汚染状態が基準に適合し
ない場合における区域指定に
ついて、汚染除去の措置の必
要性と関連づけて説明せよ。
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湖沼やダム貯⽔池等の淡⽔域
における⽔質の課題として富
栄養化があるが、富栄養化が
進⾏するメカニズムについて
述べよ。また、近年、国内で
採⽤されている富栄養化対策
事例を２つ挙げ、各々の内容
を概説せよ。

建設発⽣⼟のリサイクルに関
する課題について、幅広い視
点から２つ挙げ、それぞれ概
説するとともに、これらを踏
まえてリサイクル推進のため
の対応策を２つ述べよ。

建設作業騒⾳⼜は⾃動⾞交通
騒⾳のいずれか⼀⽅につい
て、当該騒⾳が法令に基づく
基準に適合・達成するか否か
の評価⽅法について述べよ。
また、当該騒⾳の発⽣源対策
及び伝搬対策それぞれについ
て概説せよ。

2006年以降、特に、⽣物多様
性を果たす⺠間部⾨の役割が
求められ、我が国における⽣
物多様性に配慮した⺠間企業
の取組が着実に進展してい
る。この背景となっているこ
とについて説明せよ。また、
⽣物多様性の観点から⺠間企
業に期待される取組につい
て、建設分野における原料調
達の場⾯、及び保有地管理に
おける場⾯で、それぞれ述べ
よ。

【設問Ⅱ-1】次の4設問（Ⅱ-1-1〜Ⅱ-1-4）のうち2設問を選び解答せよ。（設問ごとに答案⽤紙を替えて解答設問番号を明記し、それ
ぞれ1枚以内にまとめよ。）

建設部⾨ 建設環境
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⾃然環境に関わる施策の評価
や企業の環境への取組におい
て近年、重要性を増している
⽣態系サービスについて概説
せよ。⽣態系サービスの向上
に寄与する建設事業を1つ挙
げ、その事業が向上に寄与す
る具体的な⽣態系サービス及
びその寄与する理由を述べ
よ。

平成23年に「電気事業者によ
る再⽣可能エネルギー電気の
調達に関する特別措置法」が
公布される等、国内における
再⽣可能エネルギーの利⽤が
促進されているところであ
る。再⽣可能エネルギーの導
⼊が推進されている背景を概
説するとともに、現在、国内
で利⽤されている再⽣可能エ
ネルギーを２つ挙げ、各々の
環境⾯における得失を述べ
よ。

「景観法」に規定されてい
る、景観重要公共施設制度に
ついて説明せよ。また景観重
要公共施設制度によって期待
される効果について、制度の
説明を踏まえて述べよ。

平成16年に「廃棄物の処理及
び清掃に関する法律」が改正
され、廃棄物最終処分場跡地
等廃棄物が地中にある⼟地で
⾏われる形質変更に関する制
度が導⼊された。この制度が
導⼊された⽬的及び制度の概
要について述べよ。また、廃
棄物最終処分場跡地における
建設事業の施⼯計画を⽴案す
る際に本制度に基づいて検討
が必要な項⽬を４つ挙げよ。
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「⽣物多様性国家戦略2102-
2020」において⽰されている
⽣物多様性の４つの危機につ
いて、それぞれの危機を引き
起こす要因と⽣物多様性への
影響を説明せよ。また、４つ
の危機のうち建設分野に関係
の深いものを１つ選び、先に
⽰した危機を引き起こす要因
を対象に、必要と思われる対
策の概要を述べよ。

ヒートアイランド現象の原因
と考えられるものを３つ⼤別
して、それらについて概説せ
よ。また、それぞれの原因を
緩和するための建設分野にお
ける具体的対策を述べよ。

平成１２年に「循環型社会形
成推進基本法」が公布され、
社会資本整備の⾯からも循環
型社会の構築が進められてい
るところである。本法制定の
背景を２つ述べよ。また、建
設分野において、循環型社会
の構築に重要と思われる施策
とその概要を２つ述べよ。

湖沼や閉鎖性内湾の環境を現
す指標として、下層溶存酸素
量（以下、「下層DO」とい
う。）が重要であるとの認識
が⾼まってきている。下層DO
が環境を表す指標として重要
となってきた理由について述
べよ。対策の原理が異なる下
層DO改善に係わる対策を２つ
挙げ、それぞれの対策の原理
を説明せよ。
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環境再⽣等における順応的管
理の基本的な考え⽅及びその
プロセスについて述べよ。ま
た、順応的管理を実際の事業
て適⽤する上での留意点を３
つ挙げよ。

平成25年4⽉1⽇から施⾏され
た環境影響評価法の主な改正
事項を２点あげ、それぞれの
改正の背景と内容を述べよ。

建設リサイクルを取り巻く課
題を３つに⼤別して、それぞ
れ、概要を説明せよ。また、
課題を1つ取り上げ、課題解決
に資する具体的な対応⽅法に
ついて述べよ。

「⽣態系ネットワーク」の考
え⽅を説明し、ネットワーク
形成のための具体的な対策を
建設環境の技術⼠の⽴場から
２つ挙げて留意点を述べよ。


